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１ 基本事項 

(1) 本書の目的 

本標準仕様書（以下「本書」という。）は、加須市（以下「発注者」という。）が実

施する新たな防災行政無線整備工事において、事業者が提案する設計、施工及び保守に

関する提案について、発注者が求める基本的な要求水準及び条件を示すものである。 

 

２ 本業務における規格及び法令 

   本業務における規格及び法令は以下の通りである。 

・ 電波法及び関係施行令・規則、告示 

・ 有線電気通信法及び関係施行令・規則、告示 

・ 電気設備に関する技術基準を定める省令 

・ 土木工事標準積算基準書(電気通信編) 

・ 電気通信設備工事共通仕様書 

・ 市町村同報通信システム標準規格(ARIB-STD T115最新版) 

・ 建築基準法 

・ 道路法，道路交通法 

・ 日本産業規格(JIS) 

・ 日本電気工業会標準規格(JEM)  

・ 日本技術標準規格(JES) 

・ 電気学会電気規格調査会標準規格（JEC） 

・ 日本電子機械工業会規格（EIAJ） 

・ 総務省総合通信局の防災行政無線局免許方針 

・ 埼玉県条例他諸規則 

・ 加須市諸規則 

・ 加須市地域防災計画 

・ その他関係法令，条例、規則等 

 

３ 既存設備 

    現在の本市の既存設備の概要を下表に示す。 

 

 表 1：加須市の同報系防災行政無線設備 

設備名称 数量等 

親局設備 加須市役所本庁舎 

副親局設備 加須市消防署 

遠隔制御装置 4台（加須市消防署、大利根支所、北川辺支所、

騎西支所） 
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配信メディア：加須市ホームページ、防災アプリ、かぞホッとメール 

          SNS（X) 

 

表 2：加須市の移動系防災行政無線設備  

設備名称 設備数量等 備考 

基地局 加須市役所  

移動局 携帯局 64 台  

 

４ 整備計画 

    実施設計における整備計画は以下の通りである。 

 

(1) 計画設備 

ア 変調方式 TYPE2（QPSK ナロー） 

イ 親局設備 加須市役所 本庁舎 3 階無線室（空中線は庁舎屋上） 

ウ 遠隔制御装置 １台（加須市消防署） 

エ 再送信子局  １局（原道小学校） 

オ 屋外拡声子局 215 局 

カ 戸別受信機  1,500 台（計画中） 

キ 複数メディア連携装置 

ク 防災アプリ 

ケ 監視カメラ 12 台（樋門・樋管等監視） 

コ モーターサイレン 0.75kW 3 台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中継設備 加須市役所（アナログ 60MHz帯）（地域振興波） 

屋外拡声子局 332局 

戸別受信機 15,000台(地域振興波) 
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(2) 親局及び再送信子局 

実施設計時の参考基地局構成の諸元は以下の通りである。受注者は、自ら選定した無

線機により、市内全域において所要の通信品質を確保できることを、シミュレーション

及び電波伝搬試験により確認すること。なお、試験結果により所要の通信品質が確保で

きない場合は、受注者の提案により基地局構成、アンテナ高、空中線設備その他必要な

諸元を見直すことができるものとする。ただし、追加費用は原則として受注者の負担と

し、要求性能を満足しなければならない。 

 

基地局名 加須市役所 原道小学校 

定格出力 ３W ３W 

緯度 36.07.53  36.09.31 

経度 139.36.07 139.39.04 

空中線地上高 24.0 15.0 

空中線型式 スリーブ カージオイド 

空中線方位  20° 

 

(3) 遠隔制御装置 

現用設備では遠隔制御装置を 4 式設置しているが、各支所での利用実績はほとんどな 

いことから、新たな防災行政無線設備では加須消防署に 1 式設置することを基本構成と 

する。 

 

(4) 屋外拡声子局 

    現用の屋外拡声子局 332 局については、参考構成として 215 局を設定している。提 

案にあたっては、必要な情報伝達性能を確保したうえで、既設施設の有効活用、施工時

の影響、将来の維持管理負担及びライフサイクルコスト等を総合的に考慮し、最適な施

設構成を提案すること。 

なおアンサーバック局については、避難所等における災害時の情報伝達状況の確認 

を目的として、全小学校、北川辺中学校及び各総合支所への設置を基本構成として想定

している。設置箇所については、防災上の重要度、地域特性及び運用方法を踏まえ、提

案によるものとする。 

 

(5) モーターサイレン 

    モーターサイレンについては、利根川及び渡良瀬川流域における避難情報の伝達強化

を目的として、参考構成として 3 箇所（新川通集会所、旧川ふるさと公園、中新田集会

所）に 0.75kW 相当の設置を想定している。 

なお、設置箇所、出力及び設備構成については、地域特性、避難所配置、可聴エリア

及び事業費等を総合的に勘案し提案によるものとする。 
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(6) 戸別受信機 

現在、地域振興波用戸別受信機約 15,000 台を配布しているが、更新後の情報伝達手

段については、戸別受信機、防災アプリその他の情報伝達手段を含めて総合的に検討す

るものとする。なお、災害対応関係者、要配慮者施設等への確実な情報伝達について十

分配慮した提案を行うこと。 

 

(7) 複数メディア連携 

防災行政無線の放送内容については、迅速かつ確実な情報伝達を図るため、多様な媒

体への同時配信を基本とする。連携媒体としては、登録制メール（加須ホッとメー

ル）、防災アプリ、市ホームページ、X、LINE 等を想定しているが、情報到達率の向

上に資する手法については提案を妨げないものとする。 

 

(8) 防災アプリ 

防災アプリは、防災行政無線の放送内容と連携し、プッシュ通知による情報配信を行

うものとする。また、多言語対応機能を有し、日本語のほか、市が外国人住民向け情報

提供に使用している言語への対応を基本とすること（英語、中国語（簡体字・繁体

字）、韓国語、ベトナム語、タイ語、ポルトガル語、スペイン語及びインドネシア

語）。 

なお、防災行政無線との連携に加え、避難所開設情報、避難所混雑状況、避難情報、

気象情報、河川情報その他の防災情報の配信機能については提案によるものとし、市民

への情報到達性及び利便性の向上に資する機能を積極的に提案すること。 

 

(9) 監視カメラ 

監視カメラは、樋門・樋管、ボックスカルバート出入口その他浸水リスクが高い箇所

に設置し、豪雨時等における水量、水位及び冠水状況の把握を目的とする。 

設置台数は 12 台を基本とするが、提案者は現地条件、浸水履歴、排水系統、道路冠水

リスク、避難行動への影響等を総合的に勘案し、必要に応じて設置箇所及び設置台数に

ついて増減を提案できるものとする。なお、提案にあたっては現地確認を行い、各設置

箇所の選定理由及び期待される効果を明確に示すこと。 

 

    また、監視カメラは次の機能を有すること。 

• 夜間及び降雨時においても監視対象を視認できること。 

• 監視対象との離隔を考慮し、必要な範囲を確認できるズーム機能を有すること。 

• PC 及びスマートフォン等から映像を閲覧できること。 

• 映像の保存方式は静止画、タイムラプス、動画その他提案によるものとし、災害時の状

況確認及び事後検証に活用できること。 

• 通信方式は提案によるものとし、災害時においても安定した情報伝送が可能な構成とす

ること。 
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提案においては、機器性能の優劣のみならず、「どこを、どのような目的で監視するの

か」を重視するものとし、市職員の初動判断及び住民避難の支援に資する監視計画を提

案すること。 

 

５ 業務範囲 

本事業における業務範囲は以下の通りとする。 

ア 電波伝搬範囲及び音達範囲の確保（回線検討・現地調査・伝搬測定含む） 

イ システムの構築と設計（各種基地局他設置位置調査・強度検討含む） 

ウ 同報系防災行政無線設備の親局及び中継基地局、屋外拡声子局（スピーカ方向調整

含む）及び戸別受信機の設置・調整工事 

エ 各種機器類の据付調整及びそれに伴うネットワーク工事、通信工事 

オ 電源設備設置（直流電源装置、無停電電源装置、分電盤他）及び電源引込工事 

  ※非常用発電設備は庁舎の非常用電源と接続すること。 

カ J-ALERT 受信機との接続及び自動起動装置設置設定 

キ 庁舎内放送との接続設定業務 

ク 加須市公式 HP 及び SNS（X）登録制メール（かぞホッとメール）、緊急速報メー

ル、防災アプリ他メディアとの接続設定業務 

ケ 加須市防災アプリの開発・設計・整備・普及活動・保守 

コ 監視カメラの選定・調達・整備・保守 

サ その他提案者からの提案による設置・設定業務 

シ 各種試験の実施と試験成績書作成及び登録検査  

ス 総合通信局をはじめとする関係機関への申請・届出・他資料作成  

セ 導入時の取扱指導  

ソ 不要となる既存設備の撤去・処分 

タ 市民への広報活動の支援 

チ 用地交渉支援 

ツ 戸別受信機の配布先等データ登録 

テ その他、発注者、監督職員等より指示のある関連事項  

 

 ６ 基本的機器性能 

(1) 全般 

設計に当たっては，装置が最適な構造及び性能を有するとともに，次に掲げる事項を

十分満足するもので構成すること。 

ア 環境条件 

・ 屋内に設置する設備については、周囲温度 0～+40℃において正常に作動するこ

と。但し、OA機器については、周囲温度は+5～+35℃とする。 

・ 屋外に設置する設備については、周囲温度-20～+50℃、湿度 90％以下において正

常に作動すること。 
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・ 各施設に必要な耐震性を持たせること。 

・ 屋外に設置する設備は、基準風速 40ｍ/sec にて耐えること。 ただし、屋上局は標

高を考慮すること。 

・ 空中線柱は耐食性のあるものを使用し、地際防腐塗装を施すこと。 

・ 雷害の対策を十分行うこと。 

イ 電気的条件 

・ 電源電圧は、機器定格電圧の変動範囲±10%内で正常に動作すること。 

・ 電気回路には、過電圧に対する保護装置又は保護回路が設けられること。 

ウ 構造的条件 

・ 堅牢で長期間の使用に十分耐え得るものであり、また、経済的な維持管理が行える

こと。 

・ 日常の清掃、点検、調整、保守及び修理が容易に行えるものであり、かつ、これら

に際し危険のない構造とすること。 

    ・基地局設備（中継局、再送信子局、屋外拡声子局）に取り付ける機器の収

容筐体は施錠が出来ること。 

エ 使用部材の条件 

使用する部品、材料はすべて新品・良品を使用し、特殊部品を避けなるべく汎用品

を用いること。 

オ 銘板表示 

・ 各機器には品名、型式、製造番号、製造年月、製造会社名を銘板として表示するこ

と。 

・ 各機器の入・出力端子、調整箇所及び部品等には、書類又は図面と対照して容易に

判別出来るよう、標識を付加すること。 

・ 取扱上特に注意を要する箇所には、容易に識別可能な工夫を施し、その旨を表示す

ること。 

 

７ 同報系防災行政無線設備の機能 

  構成される機器の仕様は ARIB-STD-T115の規定に準ずる。 

 

(1) 親局設備 

ア 60MHz帯無線装置（QPSKナロー方式） 

・無線送受信装置は現用、予備の二重化構成とし、現用機故障の場合は自動的に予備

機に切換えられること。また、手動による切換も可能であること。 

・装置に障害が発生した場合には、障害情報として操作卓等に表示されるか、または

アラームにより通報されるものであること。 

イ 操作卓他親卓機能 

・主な操作はタッチパネル及びハードキーにより実施可能であるものとし、操作が容

易であること。 
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・職員が避難できるよう、緊急放送を自動で繰り返し放送ができること。またはリモ

ートにより緊急放送の操作が行えること。 

・地図表示盤は、地図表示機能を有すること。 

・一斉放送、グループ放送、個別放送、時差放送等柔軟に対応出来ること。 

・J-ALERT受信機と連携が可能なこと。 

・ミュージックチャイムは市の歌等、発注者の要望に柔軟に対応できるものとする。 

・電話自動応答装置、自動プログラム制御装置、音声合成装置、連絡通話装置、遠方

監視制御部、時差放送機能、録音機能、サイレンパターン他具備すること。 

ウ 電源設備 

・無停電電源装置及び直流電源装置等により、停電時においても通信を中断すること

なく運用が可能であること。 

 

(2) 遠隔制御装置 

・卓上型であり、遠隔制御局から、親局の放送機能を概ね代行できること。 

・万一親局操作卓が故障など何らかの理由で操作できない状態になった場合において

も、遠隔制御装置から放送が可能なこと。 

 

(3) 再送信子局設備 

・デジタル無線送受信装置からの回線を自動で受信・電波を送出する機能を具備する 

こと。 

    ・地形や建造物等により生じる反射波の影響（マルチパス現象）を軽減するため、受

信部には通信品質を向上させるための自動等化機能を備えること。 

    ・親局設備と内蔵のハンドセットで連絡通話が可能なこと。 

    ・親局から再送信局の監視及び制御が行えること。監視機能は、死活監視をはじめア

ンプ若しくはスピーカの故障、ＡＣ電源断、バッテリー電圧低下等、主要な機能の

監視が行え、異状の際は親局からのリクエストに対して、警報内容を通知するもの

であること。 

・自局放送中、親局等からの電波を受信した場合は、自動的に親局等の拡声放送に切

替わるものであることとする。 

・連絡通話機能、自局通報機能を備えたものとする。 

・再送信子局に具備するバッテリーは、長寿命型バッテリーとする。 

また、バッテリー容量は放送 5分、待受 55分の条件で 72時間以上の運用が可能な

こと。 

・省電力構造であること。また機器の収容筐体は防滴構造とし、施錠できること。 

・電源接続部（又は電源接続箱）にはオートリセットブレーカ並びに SPD（クラス

Ⅱ）を搭載すること。 

 

(4) 屋外拡声子局設備（アンサーバック局付き） 

・親卓、遠隔制御装置（以下親局等と呼ぶ）からの緊急一括、一括、グループ、個別

選択呼出し信号を識別し受信すること。 
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・自局放送中、親局等からの電波を受信した場合は、自動的に親局等の拡声放送に切

替わるものであることとする。 

・地形や建造物等により生じる反射波の影響（マルチパス現象）を軽減するため、受

信部には通信品質を向上させるための自動等化機能を備えること。 

・バッテリーを内蔵し放送 5分、待受 55分の条件で 72時間以上の運用が可能なこ

と。なお具備するバッテリーは、長寿命型バッテリーとする。 

・機器の状態を親局に伝送し、監視制御が行えること。 

・筐体は防水性、耐蝕性に優れたものであること。また施錠できること。 

・筐体またはカバー等、外部から視認できる位置に市章をつけること。 

・自局通報機能を備えたものとする。 

・内蔵のバッテリー容量は、放送 5分、待受 55分の条件で 72時間以上の運用が可能

なこと。 

・省電力構造であること。また機器の収容筐体は防滴構造とし、施錠できること。 

・電源接続部（又は電源接続箱）にはオートリセットブレーカ並びに SPD（クラス

Ⅱ）を搭載すること。 

(5) 屋外拡声子局設備（アンサーバック局なし） 

・親卓、遠隔制御装置（以下親局等と呼ぶ）からの緊急一括、一括、グループ、個別 

 選択呼出し信号を識別し受信すること。 

・自局放送中、親局等からの電波を受信した場合は、自動的に親局等の拡声放送に切 

替わるものであることとする。 

・地形や建造物等により生じる反射波の影響（マルチパス現象）を軽減するため、受 

信部には通信品質を向上させるための自動等化機能を備えること。 

・バッテリーを内蔵し放送 5分、待受 55分の条件で 72時間以上の運用が可能なこ 

と。なお具備するバッテリーは、長寿命型バッテリーとする。 

・筐体は防水性、耐蝕性に優れたものであること。また施錠できること。 

・筐体またはカバー等、外部から視認できる位置に市章をつけること。 

・自局通報機能を備えたものとする。 

・内蔵のバッテリー容量は、放送 5分、待受 55分の条件で 72時間以上の運用が可能 

なこと。 

・省電力構造であること。また機器の収容筐体は防滴構造とし、施錠できること。 

・電源接続部（又は電源接続箱）にはオートリセットブレーカ並びに SPD（クラス 

Ⅱ）を搭載すること。 

 

(6) 戸別受信機設備 

・親局からの放送を受信し内蔵スピーカにてモニター出力できること。   

・親局から緊急一括呼出信号を受信した場合、自動起動し、受信機の音量設定状態に

関係なく最大音量で聴取できること。  

・ロッドアンテナが機器に装備されていること。また、必要に応じて外部アンテナと

接続できること。  

・放送内容は録音することができ、また再生できること。  
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・内蔵電池は、単Ⅰ乾電池、単Ⅱ乾電池、単Ⅲ乾電池のいずれかを使用できること。 

・通常は商用電源を使用し、商用電源の停電時は内蔵乾電池に自動的に切替わり、放

送 5分、待受け 55分で 72時間以上運用が可能であること。 

・親局からの電波を受信するため、空中線はロッドアンテナ（受信機搭載）、ダイポ

ールアンテナ等、最適なものを選定し設置すること。  

・内蔵電池の交換時期を知らせる機能が付いていること。 

 

８ その他 

   ・既存設備との切替時には十分に準備を整え、細心の注意を払い、極力短時間で実施す

ること。 

    また、新旧併用運用期間中は無線機・親局周辺を整頓し、運用の妨げとならないよう

配慮すること。 

   ・本業務に伴い発生した廃棄物については関連法規を遵守しこれを適切に処分するこ

と。 

・契約締結後、受注者からの設計の変更は認めない。発注者からの設計の変更または追

加の発注に際しては別途協議とする。 

・本工事に必要な関係官庁への申請書、又は届出図書を速やかに作成すること。特に無

線局免許申請に際しては、当初設計と相違する可能性もあるため総合通信局及び発注

者と協議の上、設置計画書の変更を総合通信局に提出すること。 

・本業務に係る申請費及び通信費他ランニングコストは全て提案者の負担とする。 

 

９ 工事仕様 

１．一般事項 

（1）本工事は加須市建設工事請負契約書ならびに加須市建設工事標準請負契約書約款の 

記載に準ずる。 

（2）工事施工に必要な関係官庁等に対する諸手続きは、速やかに行うものとする。 

（3）施工上必要な機械、材料等は貸与または支給されるもの以外は、すべて受注者の負担と

する。 

（4）本工事の施工にあたっては、受注者は事前に発注者と綿密な連絡をとり、発注者の指示

に従うものとする。 

（5）工事に係る材料の梱包、輸送は受注者が行い、これに伴う事故はすべて受注者の責にあ

るものとする。 

（6）施工にあたっては、建造物その他に損傷を与えないよう留意すること。損傷を与えた場

合は、受注者はただちに発注者に報告し速やかに復旧させること。 

（7）工事完了後は一切の仮設物及び機材を撤去し、清掃を行うこと。 

 

２．施工計画 
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（1）施工体制、施工手順、工程、工法、安全対策その他工事施工の概要を含めた施工計画書

を作成し、契約後速やかに監督員に提出するものとする。なお、重要な変更が生じた場

合は、変更施工計画書を提出しなければならない。 

（2）施工計画に基づき、工期内に完成するよう工程管理を実施すること。 

（3）工事施工にあたっては確実な工法、安全、工期内完成等を考慮して常に現場管理を行う

ものとする。 

（4）安全確保のため、総括安全責任者及び作業現場ごとの安全責任者を設け、緊急時連絡体

制を確立しなければならない。 

 

３．施工体制 

（1）本工事に際し、監理技術者ならびに現場代理人を配置すること。 

（2）施工体制においては、地元業者育成の観点からなるべく市内業者を採用すること。 

（3）施工体制表に、元請、下請けの別を記載し、全建統一様式にて作業員名簿を作成するこ

と。 

作業員名簿に記載の資格については、資格者証の写しを施工体制台帳に添付すること。 

（4）施工体制表に記載の下請負業者との契約書を添付すること。 

（5）新規入場者教育及び必要な勉強会を開催し、施工者全体の品質向上に努めること。 

 

４．協議事項・承諾 

（1）受注者は、機器承認願い、機器配置図、材料承認願い、工事施工図等施工に係る資料を

予め提出し、承諾を得なければならない。 

（2）監督員との協議について、打ち合わせ議事録を受注者が作成し押印または署名し相互に

確認・保存しておくものとする。 

（3）受注者は、発注者の指定した工法等について代案を申し出ることができる。 

 

５．施工管理 

（1）休日、夜間等の勤務時間外に作業を必要とする場合は、予め監督員に承諾を得て行うこ

と。 

（2）指定または指示された箇所を除き、造営物に加工してはならない。施工上必要である場

合も、予め承諾を求めるものとする。 

（3）既に運用中の設備に関係する工事の場合、監督員と十分協議を行い、その影響を極力少

なくすること。 

（4）他の設備工事と設置現場が共通する場合は、係る工事の監督員、受注業者を含めて協議

を行い、双方の工程に支障をきたさないよう留意すること。 

 

６．安全の確保 

（1）基本事項 

・工事施工にあたっては、「労働安全衛生法」等関係法令等を遵守し、安全の確保に万全の

対策を講じなければならない。 
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・安全責任者は、安全に関する諸法令、作業の安全のための知識、方法及び安全体制につい

て周知徹底しておくものとする。 

（2）安全体制 

・安全確保のため統括安全責任者及び作業現場毎の安全責任者を設け、連絡会議などを行

い、緊急時の処置など安全体制（組織・対策）を確立しなければならない。 

・統括安全責任者は、安全のための守則、方法等具体的な対策を定めこれを推進するものと

する。 

・安全責任者は、安全に関する関係法令、作業の安全のための知識、方法及び安全体制につ

いて作業者に対し周知徹底しておくものとする。 

・請負者は作業の種類、現場の状況に応じた安全施設を設置すると共に、常に点検し必要に

応じ補修を行わなければならない。 

（3）アスベスト事前確認及び対策 

受注者は、本工事に着手する前に、屋上局設置箇所における既設建材について、石綿障害予

防規則及び大気汚染防止法に基づき、設計図書、現地目視確認その他必要な方法により

事前調査を実施すること。 

なお、設計図書等により使用建材の特定が困難な場合、又は石綿含有の有無を判別できない

場合については、分析による確認を省略し、当該建材を石綿含有建材とみなして、必要

な飛散防止措置を講じたうえで作業を行うことができるものとする。 

事前調査の結果、石綿含有の可能性が否定できない建材については、石綿含有建材と同等に

取り扱い、石綿障害予防規則及び大気汚染防止法に基づき、適切な除去又は処理を行う

こと。 

なお作業中は以下の措置を講ずること。 

ア 作業員は適切な保護具（防じんマスク、使い捨て防護服）を着用すること。 

イ 作業場所に隔離養生を施し、飛散防止措置を行うこと。 

ウ 除去面は十分に湿潤化し、粉じんの飛散を防止すること。 

エ 回収物は密閉容器または石綿専用袋に収納し、外部に漏洩しないように管理するこ

と。 

（4）緊急時の措置 

・人身事故が生じた場合は、事故者の救助に最善をつくすとともに、速やかに監督員に報告

すること。 

・設備事故が生じた場合は、事故の拡大防止に努めるとともに、速やかに監督員及び関係機

関に連絡し、迅速な復旧に努めること。 

 

７．その他留意事項 

（1）工事用機械は、日常点検、定期点検等を着実に行い、仮設設備は、材料、構造等を十分

点検し、事故防止に努めること。 

（2）高所作業、電気作業、その他作業に危険を伴う場合は、それぞれ適合した防護措置を講

ずること。 
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（3）工事場所の状況に応じ交通整理員を配置し、車両運転中の事故、作業の種類、場所等に

よる交通阻害、車両の飛込み防止に努めること。また、掘削作業から埋め戻しまでの

間、安全柵、パイロン等で廻りを囲み、転落防止に努めること。 

（4）電気・ガス・水道等の施設に近接し工事を行う場合は、あらかじめ当該施設管理者と打

合せを行い、必要によりその立会を求め、その指導を得て行うこと。 

（5）掘削工事を伴う場合は、埋設物の有無について予め水道課等関係課に問い合わせを行う

こと。情報が得られなかった場合は、試掘を行うこと。 

（6）作業員の保健・衛生に留意するとともに、工事現場内の整理整頓を図るなど作業環境の

整備に努めること。 

 

８．緊急時の措置 

（1）人身事故が生じた場合は、事故者の救助に最善をつくすとともに、速やかに監督員に報

告すること。 

（2）設備事故が生じた場合は、事故の拡大防止に努めるとともに、速やかに監督員及び関係

機関に連絡し、迅速な復旧に努めること。 

 

１０ 無線局免許申請・現地調査等 

１．無線局免許申請 

（1）受注契約後速やかに電波伝搬調査を実施し、難聴地域の有無、電波障害の有無を確認し

予備免許の申請を行うこと。 

（2）総合通信局より周波数の内示の通知後、混信や電波障害による難聴地域を確認した場合

は、ただちに監督員と協議したうえで総合通信局に報告、協議を行うこと。 

 

２．現地調査 

（1）既存の柱を再利用する屋外拡声子局において、調査の結果重篤な損傷が見られた場合

は、新設・撤去とすること。 

 

３．強度の確認 

（1）親局の空中線や親局設備等について強度計算を行い、耐風速及び耐震基準を満たす強度

を確保すること。また設置位置については発注者と協議し決定すること。 

(2）中継局及び再送信子局は全て強度検討を行うこと。基本的に既存設備付近の土質につい

ては普通地盤と思われるが、不明の際は標準貫入試験にて土質調査を実施し強度検討を

行うこと。 

（3）屋外拡声子局は、機器類の荷重が最も大きい局でかつ土質条件の悪い地点において強度

計算をし、耐風速及び耐震基準を満たす強度を確保すること。土質が不明の際は、監督

員の許可を得た後普通地盤として強度検討を行うこと。また、既存の柱を再利用する場

合も同様に強度計算を行い、耐風速及び耐震基準を満たす強度を確保すること。 
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１１ 防災行政無線設備設置工事 

１．機器の事前点検 

設置する機器は、輸送中の損傷のないことを確認しなければならない。 

 

２．施工技術者 

施工は、専門技術者により確実に行うものとする。 

 

３．設備の据付 

（1）各機器は承諾を得た配置図に基づき、操作・点検・保守等を考慮し、強固にかつ体裁良

く据付けるものとする。 

（2）空中線柱の上部の組立は材料に損傷を与えないよう確実に行うものとする。 

（3）空中線は工事施工図に示す高さに所定の金具を用い、空中線の指向に注意し、風圧に耐

えるよう強固に取り付けるものとする。 

（4）スピーカは、電波に影響を与えない位置に、方向調整が可能な所定の金具を用い音響効

果が最大となるように強固に取り付けるものとする。 

 

４．ケーブル配線 

（1）ケーブルは外被に損傷を与えないよう十分取扱に注意し、「有線電気通信設備令」及び

「電気設備技術基準」等に基づき確実に行うものとする。 

（2）ケーブルの曲率半径は使用ケーブルの許容率以上にとり、ケーブルに無理を与えないよ

うにすること。 

（3）ケーブルは、専用の工具により確実に接栓を取り付けること。 

 

５．電力線配線 

電力線の引き込み、配線等は、「電気設備技術基準」等により確実に行うこと。 

 

６．屋外配線 

ケーブル等の屋外配線は、厚鋼電線管・金属可とう電線管等により保護するものとする。 

 

７．スピーカの方向、音量調整 

各屋外拡声子局より最適な音響が得られるように、住民等からの苦情や要望等によりスピ

ーカの方向、音量調整を監督員の指示により実施すること。 

 

８．総合調整 

工事が終了したら総合的な調整・試験を行い、設備の機能を確認する。 

 

１２ 工事写真 

１．撮影項目 
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以下の撮影項目に準じて工事写真の撮影を行うこと。 

（1）使用材料及び材料検査風景 

（2）使用機器及び工場検査風景 

（3）出来形検査及び中間検査、完成検査風景 

（4）工事現場（施工前・施工中・施工後） 

（5）安全教育現場・TBM-KY等風景 

（6）その他発注者が指定する事項 

 

２．撮影における留意事項 

（1）工事の進捗がわかるよう、工種毎に経過を撮影すること。 

（2）工事後形状が変わり、または内容が隠蔽される箇所については、名称・寸法等が確認で

きるよう撮影すること。 

 

３．写真の整理及び提出 

工事写真については、工種ごとに整理し、見出しに日付、工種、撮影場所等をまとめ監

督員に提出するものとする。 

 

１３ 検査及び引き渡し 

１．検査 

（1）施工に際し、材料検査、工場内立会検査、出来形検査を実施する。 

（2）中間払い及び完成引き渡し前に出来高検査及び中間検査、完成検査を実施する。 

（3）中間検査及び完成検査前に受注者は予め自主検査を行い、検査員に指摘・是正指導を受

けないよう努めること。 

（4）工期内に完成検査に合格すること。 

 

２．工事完成・引渡し 

発注者が検査、あるいは再検査を行い、検査に合格した時、工事の完成とする。工事目

的物が検査に合格後、発注者に引渡しを行う。 

 

１４ 提出書類 

１．図書 

（1）受注者は契約締結後、速やかに下記の書類を発注者に提出すること。 

ア 工事工程表 

イ 監理技術者等専任通知書及び専任技術者一覧表 

ウ 施工体制台帳 

エ 再下請通知書及び下請負契約書 

オ 施工体制図 

（2）受注者は着工に際し下記の書類を発注者に提出すること。 
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ア 施工計画書 

イ 使用材料承認願 

ウ 機器承認願 

エ 施工図 

（3）受注者は工事完了し、竣工検査までに次の図書を一括ファイルし、完成図書として発注

者に提出すること。 

ア 承諾を求めた全ての図書 2部 

イ 写真（工程及び完成状況） 2部 

ウ 試験成績書 2部 

エ 取扱説明書 2部 

オ 工事日報・打合せ議事録 2部 

カ その他甲が必要と認める書類 2部 

キ 完成図書の電子データ 2部 

 

以上 

 

 

 

 

 


